
議案第41号

南風原町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等

に関する条例

南風原町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関す

る条例を男1俳氏のとおり提出する。

平成28年9月14日提出

(提案理由)

認定子ども園利用者負担額等を条例で定める必要が生じたこと、これまで

規則に定めていた保育料を条例で定めるとととしたことから、認定子ども園

と保育園の利用者負担について一体的に条例を整備する。併せて、子ども.

子育て支援法施行令(平成26年政令第2B号)の一部改正に伴う改正も含めて

本条例を提案する。

南風原町長城間俊安



南風原町特定教育・保育旛艾及て階定ナ捗麺!保育事業の利用者負担等に関する条例
趣旨)

第1条この条例は、子ども・子育て支援法(平虎4甲去律第鉐号。以下Ⅳ均という。)第
27条に規定する特定教育・保育施設(町が設置する幼稚園を除く。以下同じ。)及U塒定地
坂腔保育事業の利用に関し、支&合認定保i董者又1コ扶養淘劣者(以下「支ネ合認定保護者等」と
いう。)が負担する費用について必要な亨頁を定めるものとする。
(定淘

第2条この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。
(禾1朔者負担観

第3条法第27条第3工頁第2号、第28条第2項各号、第29条第3工頁第2号及び第30条第2項第
1号から第3号まで、並びに附則第6条第4項及び第9条第1項各号の政令で定める額を限

度として当i亥支ネ合認定保i董者等の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して町長が定
める額(以下閑朔者負担観という。)は、別表第1のとおりとする。

2 入所日又はi野斤日が月の途中である場合の当該月の利用者負担額は、日割計算により算定
した額とし、別表第2のとおりとする。

(保育料の徴収)

第4条町長は、保旬斤において保育を受けた子どもの支ネ合認定保i董者等から前条に定める利
用者負担額を保育料として徴収する。

2 育順の規定により徴収する毎月分の利用者負担額のホ内期は、毎月10日(10日が士日祝祭日
に当たる場合は翌日とする。以下同じ。)とする。ただし、同日以後に入園・入戸斤した場合、
その他町長が認めた場合においては、別に町長が定める戸までにその分を納めなければなら
なし、

3 認定こども園、市町村以外の者が設置ずる幼稚園及で階定地或型保育嬬艾の事業者は、法
第筋条の規定により町が費用を支弁する子どものための教育・保育給付に係る教育・保育を
行ったときは、教育・保育を受けた子どもの支ネ合認定保護者等から前条に定める利用者負担
額を上限とし、保育料としてホ内期を定め受け取るものとする。
(主食費)

第5条町長は、保育戸斤において主食の提t北を受ける3歳以上の子ども倍該年度の初日の前
日において3歳以上である子どもをいう。)の支ホ合認定保護者等から主食費として月額500
円を徴収する。

2 育lj工頁の規定により徴収する毎月分の主食費のホ鳩は、毎月10日とする。ただし、同日以後
に入園・入所した場合、その他町長が認めた場合においては、別に町長が定める日までにそ
の分を納めなけれぱならない。

("城子ども・子育て支援事業の利用に係る利用者負担金)

第6条町長は、法第諦条の規定により実施する事業のうち町が設置ずる保訂斤で行う一H靜頁
かり事業及ひ延長保育事業については、利用者負担金を徴収する。

2 育順の利用者負担金の額は、別表第3及ひ別表第4のとおりとする。
3 町が設置ナる保苛斤を除く特定教育・保育旛艾及U塒定赴拶麺!保育艦艾の事業者が第1項
で定める事業を行った場合は、当三亥事業者が定める利用者負担金を、ホ鳩を定め受け取るも
のとする。

(羽朔者負担額の通知)

第7条町長は、第3条の利用者負担額を決定したとき又はその額を変更したときは、当ヨ亥支

1/6



ホ合認定保i董者等及び当;亥支ネ合認定保i董ぎ等が利用する認定こども園、市町村以タトの者が設置
する幼稚園及て階定ナ膨或型保育旛艾の事業者に通矢口しなければならない。
(禾1朔者負担額等の減免)

第8条町長は、災害等を受けたときなど、特別な理由があると認めるときは、第3条の利用

者負担客吸び第5条の主食費並びに第6条の利用者負担金(以下閑朔者負担額等」とい

う。)を栃嬬頁し、又は免除することができる。
(棚足手生女料及ひ延滞金づ

第9条町長が徴収する利用者負担額等をホ矧寸期限までに納入しない者があるときは、南風原
町の棚足手数料及ひ延滞金徴収条例(昭和47年南風原村条例第36周の例により徴収する。
(1欝f孜_Π分)

第10条町長は、前条の規定により智足を受けた者が、指定した期限までにホ剛寸すべき利用者

負担額等を納付しないときは、児童福祉法(昭和22培去律第164号)第56条第8項の規定に
基づき地方税の1欝f拠,"分の例により列UJ~をすることができる。
(既納の利用者負担額等)

第11条町長が徴収した既納の利用者負担額等は、還付しない。ただし、町長が特に必要と認
めるときは、全部又は・倍βを還イ寸することができる。

(劉ヨ

第12条この条例の施行に関し必要な亨頁は、別で定める。
附則

この剣列は、公布の日から施行し、平虎8年4月1日より適用する。

別表第1 傑3条関係)

第1表利用者負担額(教育標璃寺間認定(1号認、定子ども))

各月初日に在籍する支給認定子どもの属する世帯区分
階層区分

第1

第2の1

第2の2

第3の1

生活保護世帯等

第 1階層を除き

市町村民税非課

税世帯

第3の2

第4

第 1階層を除き

市町村民税課税

世帯であって、

その市町村民税

所得割額の区分

が次の区分に該

当する世帯

第5

ひとり親世帯等

第2表利用者負担額(保育認定(2号・3号認、定子ども))

義

ひとり親世帯等以外の世帯

各月初日に在籍する支給認定子どもの

属する世帯区分

フフ,101円未満

利用者負担額

明額・円)

フフ,101円以上211,200円以下

ひとり親世帯

等

211,201円以上

ひとり親世帯

等以外の世帯

0

3,000

保育標準時間認定

利用者負担額

明額・円)

0

6,200

11,600
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16,500

19,500

保育短時間認定

利用者負担額

絹額・円)

定



階層区
ノ＼

弔1

第2の

1

生活保護世帯等

弟2の

2

第1階層を除き市町

村民税非課税世帯

弔3の

1

義

第3の

2

ひとり親

世帯等

第4の

1

3歳未満

ノし

ひとり親

世帯等以

外の世帯

第1階層を

除き市町村

民税課税世

〒井マ了'凌)つ

て、その市

町村民税所

得割額の区

分が次の区

分に該当す

る世帯

第4の

2

48,600円

未満

3歳以上

ノし

0

弟4の

3

ひとり親

世帯等

0

9,000

3歳未満
1日

ひとり親

世帯等以

外の世帯

弟5

0

0

弟6

9,250

6,000

ひとり親

世帯等

ひとり親

世帯等以

外の世帯

3歳以上
1日

18,500

0

第7

フフ,101円以上

97,000円未満

0

フ,750

弟8

8,800

97,000円以上

169,000円未満

15,000

備考

1 この表において「1号認、定子ども」とは、法第19条第1項第1号の支給要件を満たして

いると町長が認定した子どもをいう。

2 この表において「2号認、定子ども」とは、法第19条第1項第2号の支給要件を満たして

いると町長が認定した子どもをいう。

3 この表において「3号認、定子ども」とは、法第19条第1項第3号の支給要件を満たして

いると町長が認定した子どもをいう。

4 この表において「保育標準時間認定」とは、子ども・子育て支援法樹テ舞、り(平虎6年

内閣X子令第U号。以下「規則」という。)第4条第1項の規定による1月当たり平均275

時間まで(1日当たりⅡ時間までに限る。)の保育彪要量の認定を、「保育短時間認定」

とは同項の規定による1月当たり平均200時間まで(1日当たり8時間までに限る。)の

保育彪要量の認定をいう。

5 この表において「生活保護世帯等」とは、生活保調去(昭和25甲去1聿第144号)による

被保護世帯(単ホ合世帯を含む。)及び中国残5圖邦人等の円滑な帰国αX匙隹並びに永住帰国

15,500

0

169,000円以上

301,000円未満

0

9,150

27,000

5,800

13,500

301,000円以上

397,000円未満」

18,100

27,000

24,000

フ,650

397,000円以上

14,800

15,200

37,000

24,000

26,500

42,500

13,300

29,000

46,000

26,500

23,500

31,000

49,500

36,300

33,000

23,500

41,700

35,000

28,500

45,200

30,400

48,600

32,400

34,400
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'

した中国残五'邦人等及て階定配イ昌者の自立の支援に関する法律(平成6年滴聿第30号)に
よる支揚合付受ホ合世帯をいう。

6 この表において「ひとり親世帯等」とは、子ども・子育て支援法施行令(平魔6年政令

第213号。以下「令」という。)第4条第4項及び規則第22条に規定する要保護者等をい
つ。

7 この表における而需1(地赫兒法(昭和25嗣去イ聿第226号)第292条第1項第2号に関す

る所1需怯いう。)の額の計算にっいては、同法第314条の7、第314条の8、附則第5条
の4第6項及て鮒則第5条の4の2第6項の規定は適用しないものとする。

8 この表における子どもの年櫛計算については、子どものための教育・保育給付に係る教

育又は保育が行われた日の属する年度の初日の前日を基準日として行うものとし、その年
断は当該年度中に限り変更しないものとする。

9 同一世帯に学校教育法(昭和22年法律第26号)に規定する小学校又は同法第76条第1項

に規定する特別支援学校の小学部の第1学年から第3学年までに在籍する子ども(以下

「3年生までの子ども」という。)がいる場合における特定教育・保育(教育に限る。)

を受けている1号認、定子どもに係る利用者負担額は、次の各号に定めるところによる。

(1) 3年生までの子ども及び小学卞交就学前子どもの.うち最年長の子ども(同年齢の児

童が2人以上いる場合は、そのうちの1人とする。)第1表に定める額

(2)前号に掲げる子どもから順に2人目の子ども(同年櫛の児童が2人以上いる場合

は、そのうちの1人とする。)第1表に定める額に2分の1を乗じて得た額
(3)前2号以外の子ども 0円

10 同一世帯の2人以上の小学校ナ此学前子どもが同時に次の(ア)から(オ)のいずれかに

該当する場合における特定教育・保育(保育に限る。)又は特定"拶爽型保育を受けてぃる

2号・3号認、定子どもに係る利用者負担額は、次の1号から3号に定めるところによる。
(ア)特定教育・保育施設又は特定地"戈型保育事挙所を利用してぃるとと。

(イ)学校教育法第1条に規定する幼稚園に入園してぃること。

(ウ)学中艾教育法第76条第2項に規定する榔lj支援学申艾の幼稚音βに就学してぃること。

(エ)児童福祉法第6条の2の2第2項に規定する児童発達支援又は同条第3項に規定す
る医寮F●見童発達支援を利用していること。

(オ)児童喬止法舞3条の2に規定する情御章害児短期治療旛艾の迎折部に入所してぃる
こと。

(1)支ネ合認定子ども(法第20条第4項に規定する支ネ合認定子どもをいう。以下同じ。)
のうち最年長の子ども(同年齢の児童が2人以上いる場合は、そのうちの1人とす
る。)第2表に定める額

(2)前号に掲げる子どもから順に2人目の子ども(同年齢の児童が2人以上いる場合は、
そのうちの1人とする。)第2表に定める額に2分の1を乗じて得た額

(3)前2号以外の子ども 0円

Ⅱ備考9及て鯖考10の規定にかかわらず、市町村舞舮ノ青噐蜷動§7フ,101円未満綵育認定
にあっては、57,700円未1詞であるときは、特餅皮監護者等(令第14条の2第1項に規定

する特餅皮監進者等をいう。以下同じ。)が2人以上いる場合における特定教育・保育又

は特定地或型保育を受けている支ネ合認定子どもに係る利用者負担額は、次の各号に定める
ととろによる。

(1)特嵩皮監董者等の範囲のうち最年長者(同年齢の特餅皮監護者等が2人以上いる場
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合は、そのうちの1人とする。)別表第1に定める額

(2)前号に該当する者以外の特餅皮監護苛等の子から順に2人目別表第1に定める額
に2分の1を乗じて得た額

(3)前2号に該当する者以外の子ども 0円

12 備考9から備考1ほでの規定にかかわらず、ひとり親世帯等に該当する世帯で、市町村

馬舮ノ青噐11額が7フ,101円未満であるときは、特越皮監護者等が2人以上いる場合における

特定教育・保育又は特定地☆戈型保育を受けている支ネ合認定子どもに係る利用者負担額は、
次の各号に定めるところによる。

(1)特餅皮監董者斤等のうち最年長者(同年齢の特越皮監董苛等が2人以上いる場合は、

そのうちの1人とする。)別表第1に定める額

(2)前号に該当する者と峅の子ども 0円

13 4月から8月分の利用者負担額は前年度の市町村野舮斤1噐1額により算定、9月から翌

年3月分の利用者負担額は当年度の市畊寸民税沢ラf〒1噐俗Eにより算定する。

別表第2 欝3条剛系)

1 万'

認定

子ど

も

月途中で入園(所)し

た利用者の入園(所)

した月の利用者負担額

区 ノ＼

月途中で退園(所)し

た利用者の退園(所)

した月の利用者負担額

2
rコ

フラ"

3方

認定

子ど

も

月途中で入園炉月し

た利用者の入園(所)

した月の利用者負担額

月途中で入園(所)した支給認定保護者等の属す

る世帯の階層区分により定まる利用者負担額Xそ

の月の月途中入園炉m 日からの開園(所)日数

(20日を超える場合は20田÷20日

月途中で退園(所)し

た利用者の退園(所)

した月の利用者負担額

月途中で退園(所)した支給認定保護者等の属す

る世帯の階層区分により定まる利用者負担額Xそ

の月の月途中退園(所)日の前日までの開園

(所)日数(20日を超える場合は20田÷20日

利用者負担額

注

1 階層区分により定まる利用者負担額は、備考9から備考12までを適用した

後の額とする。

2 10円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

3 開園(所)日数の算出にあたっては、開園(所)の有無にかかわらず、休

日及び日曜日を除くものとする。

月途中で入所した支給認定保護者等の属する世帯

の階層区分により定まる利用者負担額Xその月の

月途中入園(所)日からの開園(所)日数(25日

を超える場合は25勵÷25日

月途中で退園(所)した支給認定保護者等の属す

る世帯の階層区分により定まる利用者負担額Xそ

の月の月途中退園(所)日の前日までの開園

(所)日数(25日を超える場合は25勵÷25日

別表第3 鮪6条凱系)(保育認定(2号・3号認、定子ども))

事業名
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冊
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今
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1
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